
コ・メディカル形態機能学会  平成 27年度総会議事録 

 

日時：平成 27年 9月 26日（土） 13：15－14：00 

場所：埼玉医科大学川角キャンパス 301号室 

学術集会長の小島 龍平 氏を議長に選出した。 

議長の指名により、時田 幸之輔 氏が書記を務めた。 

出席者 55 人と委任状 133 通の合計が、会員 245人（平成 27年 9 月 23日現在）の過半数であり、

総会は成立した。 

 

報告 

1．「形態・機能」の発行状況 

隅田編集委員長から、「形態・機能」の第 13巻 1号を平成 26年 8月に、2号を平成 27年 

3月に発行したことが報告された。また、J-Stageで公開した論文に対するアクセス状況が 

良好であることが説明された。 

2．コ・メディカル形態機能学会第 15回学術集会 

次期第 15回学術集会長の三谷 章 氏から、平成 28年 9月 17日（土）に京都大学の芝蘭会館 

で開催予定であることが報告された。 

 

議題 

1．平成 26年度事業報告 

川真田会長から説明があり、下記の事項が承認された。 

1）コ・メディカル形態機能学会第 13回学術集会・総会を開催した。 

    日時と場所：平成 26年 9月 20日（土）北九州国際会議場メインホール 

    学術集会長：小林 繁 氏 

2）役員会の開催：平成 26年 9月 19日（金）、平成 27年 3月 22日（日）の 2回開催した。 

   平成 27年 3月 22日（日）に、「次世代の会（仮称）」設立とホームページでの資料公開が 

役員会で承認された。 

3）平成 27年 3月の解剖学会学術集会で、「形態・機能」の見本誌 55部を無料配布した。 

4）本学会が監訳した Zygote3Dが、南江堂から市販開始（平成 26年 11月 25日）された。 

なお、「次世代の会」について、質問があった。役員が次世代の会の会員として 10 人を推薦し、9

人が受諾したこと、「次世代の会」に期待される活動内容（第 15回学術集会でのシンポジウム開催

など）と本学会との関係について、川真田会長から補足の説明があった。 

 

2．平成 26年度決算案 

中谷会計委員長から平成 26年度決算案の説明があり、高橋敬氏が監査結果を報告して、承認 

された。（資料は、形態・機能 14巻 1号 53ページに掲載） 

 



3．平成 27年度事業報告 

川真田会長から説明があり、下記の事項が承認された。 

1）コ・メディカル形態機能学会第 14回学術集会・総会を開催した。 

   日時と場所：平成 27年 9月 26日（土）埼玉医科大学川角キャンパス 

学術集会長：小島 龍平 氏 

2）「形態・機能」の発行：第 14巻 1号を平成 27年 8月に発行し、2号を発行予定。 

3）役員会の開催：平成 27年 9月 25日（金）に開催し、平成 28年 3月（未定）に解剖学会に 

合わせて開催予定。 

4）ホームページの新規作成（平成 27年 1月 9日完成）と管理を、アプライド（業者）に委託 

した。 

5）J-Stageで「形態・機能」の論文を公開開始した（テスト掲載公開日平成 27年 3月 16日） 

ので、引き続きバックナンバーと新規論文を公開する。 

6）次世代の会が発足した（平成 27年 5月） 

   次回第 15回学術集会で、次世代の会がシンポジウムを開催することが説明された。 

（関連記事が、形態・機能 14巻 1号 1－2ページにあり） 

7）ホームページの拡充 

   貴重な画像や試験問題などを本学会のホームページで公開する方針は、承認された。 

しかし、経費がかかるため、UMINに資料を保存してホームページとリンクさせる方式など 

を検討することとした。 

 

4．平成 27年度予算案 

中谷会計担当役員から説明があり、承認された。 

   （資料は、形態・機能 14巻 1号 54ページに掲載） 

  なお、次世代の会のシンポジウム開催に際し、金額は未定であるが、支援することとした。 

 

5．コ・メディカル形態機能学会第 16回学術集会 

   平成29年に開催予定の第16回学術集会長として、名古屋大学の藤本 悦子 氏が承認された。 

 

6．京都大学宮野公樹氏からのアンケート依頼 

  アンケートの依頼を会員に一斉メールで配信し、回答は任意とすることが承認された。 

 

7．その他      

  1）年会費納入に個人名の入った請求書が必要とされる場合、事務作業量を抑えるため、 

会員全員に請求書を作成するのではなく、個別に対応することとした。 

  2）川真田会長から、会員となる特典をどのように高めるかが課題であることが指摘された。 

 

 

                                  文責 書記担当者 


